
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　コイルが巻回されたコアと、該コアの一端に固着した略Ｌ字形ヨークと、前記コアの他
端に対向し、励磁された前記コアに吸引されるアーマチュアと、該アーマチュアを動作可
能に支持するヒンジばねと、先端部に可動接点が配設され前記アーマチュアに連動する可
動ばねと、前記可動接点に対向する固定接点が取り付けられた固定端子とを備える電磁継
電器において、前記アーマチュアの前記ヒンジばねによる動作支持部とは反対側の前記可
動ばねの先端部に前記可動接点が等間隔に三個配置されかつ前記三個の可動接点に対向す
る位置に三個の固定接点が配設され、前記アーマチュアの揺動に連動し前記三個の可動接
点と前記三個の固定接点がほぼ同時に開閉す

ことを特徴とする電磁継電器。
【請求項２】
　前記固定端子は円柱状であることを特徴とする請求項１に記載の電磁継電器。
【請求項３】

10

20

JP 3896548 B2 2007.3.22

るものであり、前記可動接点が取り付けられ
る前記可動ばねの先端部は三叉の櫛状に形成され、該三叉の要素である分枝のそれぞれに
おける先端部には一つの可動接点が取り付けられ、前記分枝のそれぞれにおける中間部に
は、コ字状スリットが該コ字の開放側を前記可動接点の方向に向けて設けられ、前記中間
部での前記コ字状スリットの外側の部分は主として、ばねの役割をなす、ばねたわみ部と
して作動し、前記コ字状スリットに囲まれた部分は主として通電の役割をなす通電路部と
して作動し、前記通電路部には導体からなる通電プレートが結合され、三個の前記可動接
点は互いに低抵抗で導通した



　前記固定端子は円柱状の胴体部と円柱状の端子部とからなり、前記胴体部と前記端子部
の直径は異なり、三個の前記固定端子のうちの中央に位置する固定端子における前記胴体
部と前記端子部の長さの比率は、他の固定端子における前記胴体部と前記端子部の長さの
比率とは相異なることを特徴とする請求項２に記載の電磁継電器。
【請求項４】
　前記固定端子を保持する孔が設けられた樹脂製のベースを備えることを特徴とする請求
項２または３に記載の電磁継電器。
【請求項５】
　前記通電プレートは、矩形の板状であることを特徴とする請求項 に
記載の電磁継電器。
【請求項６】
　前記分枝には、段差状の折り曲げ部が形成されたことを特徴とする請求項

に記載の電磁継電器。
【請求項７】
　前記折り曲げ部にも、それぞれの分枝に対して、前記コ字状スリットのスリット先端と
連続する二つのスリットが設けられたことを特徴とする請求項 に記載の電磁継電器。
【請求項８】
　前記分枝が前記可動ばねの前記アーマチュアとの固定部分から分岐する付近の幅は前記
コ字状スリットが設けられた部分の幅よりも狭いことを特徴とする請求項 から のいず
れかに記載の電磁継電器。
【請求項９】
　前記アーマチュアと前記可動ばねとは、前記ヒンジばねから前記可動接点に向かう方向
とは略直交する方向に並べられた三点において互いに固定され、前記三点のそれぞれは対
応する前記分枝の長手方向の中心線の延長上にあることを特徴とする請求 １から のい
ずれかに記載の電磁継電器。
【請求項１０】
　前記三個の可動接点のうち両側に位置する可動接点に対して、前記固定接点とは逆側に
、可動範囲を制限するバックストップ端子が配設されたことを特徴とする請求項 から
のいずれかに記載の電磁継電器。
【請求項１１】
　前記略Ｌ字形ヨークは、前記コアとの固着部分のさらに先端部となる部位を有し、外形
側面付近まで延伸したことを特徴とする請求項１から のいずれかに記載の電磁継電器
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は電磁継電器に係り、特に車載用の三相モータを制御するのに好適な電磁継電器
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、自動車のパワーステアリングは燃費向上を目的とし油圧式から電動式に移行しつ
つある。現在、電動式パワーステアリングは直流モータの制御によるものがほとんどであ
るが高排気量の自動車への適用化に伴ない三相モータ制御によるものが増加しつつある。
その場合、三相を同時に制御する開閉器が必要になる。例えば、三相モータ制御のためス
ター結線の中点（結合点）において三相を同時に制御する電磁継電器は有用である。この
とき、電動パワーステアリング制御のための電磁継電器には通電および遮断性能が大きい
ことが要求される。加えて、より小型であることが要求される。またコイルに励磁電流が
流れ接点が閉成したとき三つの端子間の抵抗値は同一であることが望ましい。
【０００３】
　従来、三相モータの制御は、常開接点部が一つの電磁継電器を複数個使用することで行
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っていた。もしくは二つの固定接点端子とその二つを同時に短絡させる二つの可動接点部
とからなり、その二つの可動接点部を構成する可動ばねの一部より引き出して設けた端子
と、前記の二つ固定端子を構成する固定端子との合わせて三本の端子を用いて制御する電
磁継電器であった。
【０００４】
　後者の従来例を図６を用いてさらに説明する。図６（ａ）は従来の三相制御用の電磁継
電器の回路を示し、図６（ｂ）はその接点部分の断面図を示す。図６（ｂ）は切り口のみ
を示し、６０１および６０２が固定接点端子であり、６０３は可動接点を支持する可動ば
ねに設けられた可動接点端子を示す。このような電磁継電器によって、三相モータのスタ
ー結線の中点（結合点）において三相を同時に制御することができる。
【０００５】
　なお、上記の従来例は既に用いられている技術であるが、特許公報に開示された例を本
発明者は知らない。
【０００６】
　ところで、従来の電磁継電器の固定端子は全て板状の材料を加工したものであった。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　三相モータを制御するために、常開接点部が一つの電磁継電器を複数個使うと基板上に
占める電磁継電器の割合が大きくなる。これはできるだけ省スペース化を求める顧客要求
に反することになる。
【０００８】
　また、二つの固定接点端子と、その二つを同時に短絡させる二つの可動接点部とからな
る電磁継電器の場合、固定接点端子を構成する二本の固定端子間の導体抵抗値と、この二
本の固定端子のいずれか一方と可動接点部を支持する可動ばねの一部より設けた端子との
間の導体抵抗値に差が生じ三つの端子間に流れる電流値がそれぞれで異なる事になる。さ
らに固定端子に用いられた板状の材料では、通電電流容量を大きくするために断面積を増
やさなければならないとき板状であるため効率的にベースに配置できず電磁継電器の小型
化の妨げになる。
【０００９】
　また、上記の、常開接点部が一つの電磁継電器を三つ用いるもの、および２つの固定接
点端子とその２つを短絡させる可動ばねに設けた共通端子の三本を用いて制御する電磁継
電器において、両タイプの電磁継電器ともに可動接点部～可動ばね～可動ばねに設けた端
子までの導体抵抗値を小さくするためには、可動ばねの断面積を大きくするしかないが、
必要とするばね定数からの制約のゆえに、その断面積の大きさには限界があった。
【００１０】
　この状況にあって本発明の課題は、小型で通電および遮断性能に優れた、三相制御用の
電磁継電器を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記課題を解決するために、本発明の電磁継電器は、コイルが巻回されたコアと、該コ
アの一端に固着した略Ｌ字形ヨークと、前記コアの他端に対向し、励磁された前記コアに
吸引されるアーマチュアと、該アーマチュアを動作可能に支持するヒンジばねと、先端部
に可動接点が配設され前記アーマチュアに連動する可動ばねと、前記可動接点に対向する
固定接点が取り付けられた固定端子とを備える電磁継電器において、前記アーマチュアの
前記ヒンジばねによる動作支持部とは反対側の前記可動ばねの先端部に前記可動接点が等
間隔に三個配置されかつ前記三個の可動接点に対向する位置に三個の固定接点が配設され
、前記アーマチュアの揺動に連動し前記三個の可動接点と前記三個の固定接点がほぼ同時
に開閉することを特徴とする
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ものであり、前記可動接点が取り付けられる前記可動ばねの
先端部は三叉の櫛状に形成され、該三叉の要素である分枝のそれぞれにおける先端部には



【００１２】
　前記固定端子は円柱状であるとよい。
【００１３】
　前記固定端子は円柱状の胴体部と円柱状の端子部とからなり、前記胴体部と前記端子部
の直径は異なり、三個の前記固定端子のうちの中央に位置する固定端子における前記胴体
部と前記端子部の長さの比率は、他の固定端子における前記胴体部と前記端子部の長さの
比率とは相異なるとよい。
【００１５】
　前記通電プレートは、矩形の板状であるとよい。
【００１６】
　前記分枝には、段差状の折り曲げ部が形成されるとよい。
【００１７】
　前記折り曲げ部にも、それぞれの分枝に対して、前記コ字状スリットのスリット先端と
連続する二つのスリットが設けられるとよい。
【００１８】
　前記分枝が前記可動ばねの前記アーマチュアとの固定部分から分岐する付近の幅は前記
コ字状スリットが設けられた部分の幅よりも狭いとよい。
【００１９】
　前記アーマチュアと前記可動ばねとは、前記ヒンジばねから前記可動接点に向かう方向
とは略直交する方向に並べられた三点において互いに固定され、前記三点のそれぞれは対
応する前記分枝の長手方向の中心線の延長上にあるとよい。
【００２０】
　前記三個の可動接点のうち両側に位置する可動接点に対して、前記固定接点とは逆側に
、可動範囲を制限するバックストップ端子が配設されるとよい。
【００２１】
　そして、前記略Ｌ字形ヨークは、前記コアとの固着部分のさらに先端部となる部位を有
し、外形側面付近まで延伸するとよい。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によれば、固定接点端子アッセンブリを一列に並べることでそれぞれの組み合わ
せによる端子間導体抵抗を均一化できる。すなわち、一方の外側固定端子～可動接点部～
他方の外側固定端子間が、外側固定端子～可動接点部～真中固定端子間に比べ通電プレー
トの電流路長が長くなるため導体抵抗に差が生じるが、一列に均等間隔に並べた固定接点
端子アッセンブリのうち真中の固定接点端子アッセンブリの胴体部を短くする、あるいは
細くすることでそれぞれの導体抵抗を均一化できる。そして、三本の固定接点端子アッセ
ンブリが可動接点ばねアッセンブリの揺動により電気的に同時に繋がる、あるいは切れる
ことから、三相モータを制御するための有用な部品となる。　　　　　　  　　　　　
【００２３】
　また固定端子を円柱状にすることで端子断面積を大きく取りながらもベースに効率的に
配置でき小型でありながら通電容量を同じ外形寸法の電磁継電器に比べ向上させることが
できる。　　　　　　　  
【００２４】
　次に、このような電磁継電器を従来例と同様に構成しようとする場合、端子間を流す通
電容量を大きくするためには三つの固定接点端子アッセンブリを短絡する可動ばねの断面
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一つの可動接点が取り付けられ、前記分枝のそれぞれにおける中間部には、コ字状スリッ
トが該コ字の開放側を前記可動接点の方向に向けて設けられ、前記中間部での前記コ字状
スリットの外側の部分は主として、ばねの役割をなす、ばねたわみ部として作動し、前記
コ字状スリットに囲まれた部分は主として通電の役割をなす通電路部として作動し、前記
通電路部には導体からなる通電プレートが結合され、三個の前記可動接点は互いに低抵抗
で導通するとよい。



積を大きくし、さらに電流が流れる長さをできるだけ短くしなければばらない。また三つ
の常開接点部の組立精度を許容できる程度に、可動接点ばねの三叉に分かれた部分のそれ
ぞれが独立性を持たなければならず、その場合、可動ばねの断面積を小さくし、ばね長さ
は長くしなければならず、通電性能向上にたいして相反するものとなる。しかし本発明の
ように三叉に分かれた可動ばねにコ字状のスリットを入れ、たわみ部と通電路部を設け、
その通電路部に導電率の大きい通電プレートを接合することで、たわみ部は断面積を小さ
くばね長さを長くすることができるため、三叉に分かれた部分それぞれのばね定数を小さ
くでき独立性が増し、通電路部は断面積を大きくし通電路長を短くできるため通電性能を
向上させることができる。　
【００２５】
　また本発明の場合、三相回路のそれぞれ一相の回路に電磁継電器の接点間隙が直列に二
つ存在することになる。よって同じ大きさの電磁継電器のままで接点間隙が二倍になるの
で遮断性能をあげることが可能となる。さらには、長期信頼性の点でも有利である。  
【発明を実施するための最良の形態】
【００２６】
　次に、本発明を実施するための最良の形態を図面に基づいて説明する。図１は本発明の
電磁継電器の分解斜視図、図２は本発明の電磁継電器の斜視図である。
【００２７】
　図２に示すように、本発明の電磁継電器は、電磁継電器本体１０１と、これを被装する
カバー１０２とから構成され、この電磁継電器本体１０１は、主に図１に示すように、（
１）コイルアッセンブリ１０３とヨーク１０４とコア１０５とコイル端子１２３からなる
マグネットアッセンブリ１０６、（２）可動接点１０７と可動ばね１０８と通電プレート
１０９とアーマチュア（接極子）１１０とからなる可動接点ばねアッセンブリ１１１、（
３）固定接点１１２と固定端子１１３からなる固定接点端子アッセンブリ１１４、および
（４）バックストップ端子１１５、および（５）ベース１１６を備える。
【００２８】
　また、樹脂製のベース１１６に一列に圧入固定される固定接点端子アッセンブリ１１４
は固定端子１１３とその固定端子１１３にそれぞれ接合される固定接点１１２とからなる
。さらに固定端子１１３は円柱状の胴体部１１８と円柱状の端子部１１９に分かれており
、胴体部１１８は通電性能を大きくできるように断面積を大きくし、端子部１１９は基板
との結合に適した太さになっている。
【００２９】
　さらに、３本の固定接点端子アッセンブリ１１４のうち、真中の固定接点端子アッセン
ブリ１１４は胴体部１１８の長さを、両側の二本の固定接点端子アッセンブリ１１４より
短くし、端子部１１９については長くすることができる。それによって、閉成時における
両側の固定端子間の抵抗値と、中央の固定端子から両側の固定端子のいずれかの間の抵抗
値とを等しくできる。なぜなら、矩形板状の通電プレート１０９を通る電流経路の違いに
よる抵抗値の差を補正できるからである。
【００３０】
　この固定接点端子アセンブリ１１４の上部において対向する可動接点部１１７を有する
可動接点ばねアッセンブリ１１１は、コイルアッセンブリ１０３に印加される励磁電流の
オン－オフにより生じる電磁力により揺動するアーマチュア１１０と、それに結合する可
動ばね１０８と、可動接点１０７および通電プレート１０９よりなる。
【００３１】
　この可動ばね１０８は、固定接点端子アッセンブリ１１１と同じ数の可動接点１０７が
取り付けられる先端部分において櫛状にその数だけ分かれており、その様子を図５に基づ
いて説明する。図５（ａ）は本発明における可動ばねとヒンジばねを示す平面図であり、
図５（ｂ）は可動ばねの分枝のひとつを示す平面図である。
【００３２】
　図５（ｂ）に示すように、三つ叉の櫛状に分かれた部分、すなわち分枝のそれぞれにコ
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字状スリット１２０を入れ、ばねたわみ部１２１と通電路部１２２とに分けた構造となっ
ている。この通電路部１２２の下側に通電プレート１０９（図１参照）を接合する。この
とき、ばねたわみ部１２１を通して、二つの可動接点１０７間で流れる電流は通電プレー
トを経由するものと比較すると僅かであるので、ばねたわみ部１２１は主として、ばねの
役割をなす。また、通電路部１２２は、通電プレートを経由する主たる電流を流す役割を
なす。さらに、三つの分枝の分岐部１２６の幅はコ字状スリット１２０が設けられた中間
部の幅よりも狭くして、ばね定数を適正値に設定した。
【００３３】
　さらに本発明を断面図に基づいて説明する。図３は本発明の電磁継電器におけ長手方向
中心断面の説明図であり、図３（ａ）は図３（ｂ）の断面を指示するために上方から内部
を透視して示す模式図であり、図３（ｂ）はＡ -Ａ断面図である。
【００３４】
　この図３（ｂ）に示すように、アーマチュア１１０はヒンジばね１２４によって、ヨー
ク１０４と回動可能に連結されて、コア１０５とともに、磁気回路を形成する。また、可
動ばね１０８は可動ばね固定点１２７においてアーマチュア１１０に連結され、折り曲げ
部１２５において段差状に折り曲げられ、先端部には、可動接点１０７が接合されている
。さらに、通電プレート１０９は可動ばね１０８の分枝におけるコ字状スリットの内部の
通電路部の下側に接合されている。
【００３５】
　また、ヨーク１０４は、コア１０５との結合点のさらに先端部において、固定端子１１
３の端子部１１９の部分を越えて、側面まで伸びている。このようなヨーク１０４の形状
は、磁気回路の形成とは別に、ヨーク１０４あるいはマグネットアセンブリをベースに強
固に固定する役割を果たすとともに、ヨーク１０４の表面積を増加させることで熱放散に
寄与する。
【００３６】
　なお、図３（ｂ）において、１２３はＡ -Ａ断面の切り口の向こう側に見えるコイル端
子であり、１１５はバックストップ端子である。また、１１２は固定接点、１０３はコイ
ルアッセンブリである。
【００３７】
　図４は本発明の電磁継電器における短手方向の固定接点および可動接点の断面の説明図
であり、図４（ａ）は図４（ｂ）の断面を指示するために上方から内部を透視して示す模
式図であり、図４（ｂ）はＢ -Ｂ断面図である。
【００３８】
　この図４（ｂ）は切り口のみを示す断面図であり、１０７は可動接点、１１５はバック
ストップ端子、１１９は固定端子の端子部である。なお、三つの可動接点１０７は通電プ
レートによって導通するがＢ -Ｂ断面の向こう側にあるので、図示されていない。
【００３９】
　ところで、図１～４に示したバックストップ端子１１５はコイル励磁電流オフ時に可動
接点ばねアッセンブリ１１１の揺動を所定の位置で止める役目と電磁継電器の基本特性の
モニタリングのための開閉端子として使われる。
【００４０】
　本発明の電磁継電器に用いる材料として、可動ばね１０８にはベリリウム銅を、固定接
点１１２および可動接点１０７には銀系合金を、そして、ヨーク１０４、コア１０５およ
びアーマチュア１１０には電磁軟鉄を用いた。
【００４１】
　このように作製された本発明の電磁継電器では、外形寸法を２０×１５×１５ｍｍ以内
に収め、端子間抵抗を１ｍΩ以下にして、電流１００Ａで連続１２０ｓｅｃの通電容量を
得ることができた。
【００４２】
　これまでの説明においては、３回路を同時にオン－オフする電磁継電器について記した
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が、可動ばねの先端部分を４叉の櫛状に形成して、それぞれの分枝に接合した可動接点を
互いに通電プレートで接続して、最大で６回路を同時にオン－オフする電磁継電器として
も、３回路の場合と同様に、可動接点間の導電性、および可動接点を支持するばねたわみ
性の両方において良好な電磁継電器が得られる。
【図面の簡単な説明】
【００４３】
【図１】本発明の電磁継電器の分解斜視図。
【図２】本発明の電磁継電器の斜視図。
【図３】本発明の電磁継電器における長手方向中心断面の説明図。図３（ａ）は上方から
内部を透視して示す模式図、図３（ｂ）はＡ -Ａ断面図。
【図４】本発明の電磁継電器における固定接点および可動接点の短手方向断面の説明図、
図４（ａ）は上方から内部を透視して示す模式図、図４（ｂ）はＢ -Ｂ断面図。
【図５】本発明で用いた可動ばねおよびヒンジばねを示す平面図。図５（ａ）はその全体
図、図５（ｂ）は可動ばねの一つの分枝を示す図。
【図６】従来例の電磁継電器の説明図。図６（ａ）は回路図、図６（ｂ）は模式的な断面
図。
【符号の説明】
【００４４】
１０１　　電磁継電器本体
１０２　　カバー
１０３　　コイルアッセンブリ
１０４　　ヨーク
１０５　　コア
１０６　　マグネットアッセンブリ
１０７　　可動接点
１０８　　可動ばね
１０９　　通電プレート
１１０　　アーマチュア
１１１　　可動接点ばねアッセンブリ
１１２　　固定接点
１１３　　固定端子
１１４　　固定接点端子アッセンブリ
１１５　　バックストップ端子
１１６　　ベース
１１７　　可動接点部
１１８　　胴体部
１１９　　端子部
１２０　　コ字状スリット
１２１　　ばねたわみ部
１２２　　通電路部
１２３　　コイル端子
１２４　　ヒンジばね
１２５　　折り曲げ部
１２６　　分岐部
１２７　　可動ばね固定点
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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